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1.　はじめに

都市は，人々の生活や経済活動等の場を提供す
る日本の活力の源泉であり，より快適に生活する
場の提供等により都市の魅力を高めるとともに，
資本や人材等を呼び込み，立地する産業の国際競
争力の向上を的確に推進していくことは，国民生
活の向上や経済の活性化等の観点から重要となっ
ている。
バブル崩壊後の経済低迷・投資不振等に対応す

るため，2002 年に都市再生特別措置法が制定さ
れ，主に大都市を対象に，都市再生緊急整備地域
において，民間事業者の創意工夫を活かした優良
な都市開発プロジェクトを促進する制度が創設さ
れた。その後，都市再生の地方都市への展開
（2004 年，2005 年改正），大都市の国際競争力の
強化（2011 年改正），コンパクト・プラス・ネッ
トワークの推進（2014 年改正），ウォーカブルな
まちづくりの推進（2020 年改正）など，都市の
国際競争力の強化，まちなかの賑わい形成等を進
める各種制度が創設され，これらを活用して官民
一体のまちづくりが進展してきた。
このような視点から本稿では，国土交通省がこ

れまで推進してきた「官民連携のまちづくり」の
取組を振り返るとともに，「都市の個性の確立と

質や価値の向上に関する懇談会」の中間取りまと
め「成熟社会の共感都市再生ビジョン」において
示された現状や課題，今後の方向性を踏まえ，設
置された 2つのワーキンググループの趣旨や論点
について紹介する。

2.　‌�都市再生における官民連携の‌
まちづくり

まずは，成熟社会の共感都市再生ビジョンにお
いて整理された，官民連携のまちづくりを進める
近年の制度面の変遷について紹介する。
従来，まちづくりは行政が中心となって担って
きたが，2000 年以降，任意組織としてのまちづ
くり協議会，NPO法人，一般社団法人，株式会
社など多様な民間主体による活動が活発化してき
た。
2007 年の都市再生特別措置法改正では，市町
村がまちづくり団体の活動の公共性を評価して指
定する都市再生推進法人制度が創設され，都市再
生整備計画や都市計画の提案権，各種協定の締結
権を付与し，まちづくりを進める上で中心的な役
割を果たしてきた。
こうした官民が連携したまちづくりは「エリア
マネジメント」とも呼ばれ，道路空間や都市公
園，民間空地等のパブリックスペースを活用し，
賑わい・交流の場を創出してきた。都市再生特別
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措置法に基づき，都市再生整備計画では，道路空
間を活用して賑わい・交流の場を創出するための
占用許可の特例，都市利便増進協定制度（2011 年
の法改正）などにより，官民連携を推進してきた。
さらに，2019 年の「都市の多様性とイノベー
ションの創出に関する懇談会」において，「ウォ
ーカブルな人中心の空間」への転換による「居心
地が良く歩きたくなるまちなか」の実現が提言さ
れ，2020 年の法改正で，滞在快適性等向上区域
に関する制度を創設し，法律・予算・税制等のパ
ッケージで，公有地と民間空地を一体活用し，居
心地が良く歩きたくなるまちなかの創出を推進し
てきた。多くの地域で滞留人口が増加し，エリア
内の経済波及効果が見られる例もあるなど，賑わ
い創出の効果が見られる。
また，国土交通省では「まちなかウォーカブル
推進プログラム」に基づき，全国ネットワークと
してマチミチ会議を継続的に開催し，ストリート
デザインガイドラインや居心地の良さを測る指標
を公表し，ウォーカブル推進都市をはじめとした
人中心の空間づくりに取り組む地方公共団体等に
おける施策立案を支援してきた。このほか，2020
年の道路法改正により創設された歩行者利便増進
道路（ほこみち）制度において，占用特例制度や
公募占用制度が導入され，道路空間を活用した街
の活性化施策が広がっている。

3.　‌�官民所有のパブリックスペースの‌
利活用・管理ワーキンググループ

本章では，成熟社会の共感都市再生ビジョンに
おいて示された取り組むべき施策の一つである
「余白を楽しむパブリックライフの浸透」の内容
と現在の取組状況を紹介する。
近年，ウォーカブル政策と歩行者利便増進道路

（ほこみち）制度の両輪で，車から人中心のパブ
リックスペースへのシフトが推進され，都市部の
主要な幹線道路においてもダイナミックな空間利
用の転換が実現してきた。
ウォーカブル政策については，ウォーカブル推

進都市として多くの地方公共団体が共鳴し，周辺
交通のマネジメントや公共交通によるアクセス改
善，駐車場マネジメントなどの取組が進展し，目
的はイノベーションの創出に加え，健康増進，コ
ミュニティの活性化，ウェルビーイングの向上，
地域経済の活性化など多様化しつつある。
パブリックスペースは，都市の質や価値に直結
するため，街路等の公共空間の再構築に加え，民
間空地のオープンスペースの活用や人々の主体的
な参画によってパブリックライフを育てる仕組み
の構築が求められている。
今後，ウォーカブル政策は都市全体の交通政策
やほこみち制度と連携し，地域資源を活用しなが
ら，人々の主体的な関わりシロである「余白」を
残すことで，パブリックスペースにおける多様な
活動の創出，人々の回遊性・滞在性を向上させる
制度の充実が必要と考えられる。
歩行空間の整備に加え，歴史・文化・景観など
地域資源の魅力発揮，自由な移動手段や公共交通
の円滑化，環境配慮を含め，交通・駐車場政策と
連携し「行きたくなる」視点を重視すべきである。
公開空地など民間空地のオープンスペースの意
義も再認識されており，官民の利活用・管理運営
を進めるため，ビジョン共有や制度の相互理解，
手続きの円滑化・窓口の一元化が求められる。
また，居心地が良く歩きたくなる空間整備やエ
リアマネジメントを通じ，人々の滞在や交流を促
し「過ごしたくなる」視点も重視すべきである。
その際，歩行者目線のグランドレベルで水・
緑・生物など自然要素や文化・歴史資源と連動し
た景観，生活利便性を高める機能を徒歩圏内に混
在させる手法は有効である。
まちに出なければ得られない情報や体験を提供
し滞在時間を延ばす取組は，消費促進や地域経済
の活性化，健康増進，ウェルビーイング向上に寄
与する。ウォーカブル政策の目的の多様化に応
じ，医療・環境分野と連携し評価指標を設定，デ
ジタル技術で都市活動データの把握・分析・活用
を促進することが望ましい。
また，魅力あるウォーカブル空間の創出には，
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民間事業者の初動期からの献身的な地域貢献とし
て，地域理解とコミュニティ支援，信頼関係の構
築，適切なリスク分担が不可欠である。こうした
調整は労力を要するが，持続的地域経営やパブリ
ックライフの充実に影響するため，初動期の重要
性を踏まえた仕組みづくりが必要と考えられる。
以上を踏まえ，パブリックライフを育み，都市
生活でのウェルビーイング等の向上を図るため，
ウォーカブル政策やほこみち制度等をはじめとす
る関係制度・政策動向や，現場のニーズや地域特
性に応じた創意工夫などを踏まえ，官民所有のパ
ブリックスペースの更なる利活用や効率的な管理
運営に必要な制度改善等について議論・検討する
ため，「官民所有のパブリックスペースの利活
用・管理ワーキンググループ」を設置し，4つの
テーマで検討している。

⑴　パブリックスペースの利活用による収益と公
共性の考え方
公共空間等の利活用時に得られた収益に関して
は，道路，公園，河川の占用・設置管理許可等に
おける収益施設や主体に関する規程を踏まえ，公
共施設の維持・美化活動や地域活性化に資する活
動への財源として充当されている。今後も地域課
題や社会課題を解決するエリアマネジメント活動
に幅広く充当することも考えられるが，活動の多
様性や新規性ゆえに公共的な活動の解釈に認識の
差が生じ，事業者及び管理者共に現場での協議・
調整・運用に時間と労力を要するケースもある。
このため，官民所有のパブリックスペースの利
活用による収益を幅広いエリアマネジメントの活

動に充当していく上では，どのような公共性の整
理や要件が考えられるかについて検討を進めてい
る。

⑵　パブリックスペースの利活用の推進に向けた
支援等
道路・公園等を本来の用途以外に使用すること
で利用が制限されるため，その負担を分担するた
めに占用料が徴収されるが，地価が高い中心市街
地などではエリアマネジメント団体の占用料負担
も大きくなっている。例えば，道路においては道
路協力団体や各種制度による占用許可特例におい
て減額・免除規程を設けており，エリアマネジメ
ントの活動に活用されている事例もある。
このため，エリアマネジメント団体の負担軽減
策としては，どのような措置，要件，プロセスが
考えられるかについて検討を進めている。

⑶　パブリックスペースの利活用における手続き
の円滑化
効率的な運営やエリア価値の向上を図るために
は各公物単体のみならず，一定エリアの都市空間
を形成する連続したパブリックスペースの利活
用・管理を検討していくことが有効である。公物
管理者が異なる場合はそれぞれの占用等の手続き
を要するが，協議・調整に労力と時間を要する場
合がある。
このため，公物管理者が異なる場合に，関係者
が参画する協議会により手続きの一層の円滑化を
図ることは可能か（そのために必要な要件は何
か），また，同一エリア・路線で特例制度を活用・

写真－ 1　  パブリックスペースの活用事例① 
（一財）柏市まちづくり公社提供

写真－ 2　  パブリックスペースの活用事例② 
安城市提供
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切り替える場合において手続きの円滑化を図るこ
とは可能か（その場合の条件や留意点は何か）に
ついて検討を進めている。

⑷　パブリックスペースにおける制度連携
①　ウォーカブル政策とほこみち制度の連携
ウォーカブル政策では，道路上における滞在・
賑わい空間の整備や，利便増進に資する占用の柔
軟性などを利点として，ほこみち制度との更なる
連携を図ることも有効である。
このため，パブリックスペースの利活用の推進
に向けたウォーカブル政策とほこみち制度の更な
る連携としては，どのようなことが考えられるか
について検討を進めている。
②　ウォーカブル政策と駐車場・交通施策の連携
地域活性化に関する政策，交通政策，駐車場政
策と深く連携し，そのエリアに「行きたくなる」
視点を一層重視すべきである。
その際，人中心の交通マネジメントや駐車場の
量や配置のマネジメント，さらには多様なモビリ
ティを考慮した街路空間再構築とより連携するこ
とも有効である。
また，地域資源の保全活用を行いながら，観光
地としての魅力増進，あるいは地域産業の活性化
を図るためには，都市交通施策と連動したまちづ
くりが必要である。
このため，地域資源の保全活用のための都市交
通施策としてどのようなものが効果的か，その施
策の実効性を高めるための工夫はどのようなもの
が考えられるかについて検討を進めている。

③　地域資源の活用とウォーカブル政策の連携
ウォーカブル政策の深化に向けて，ほこみち制
度等との更なる連携や地域資源の活用を図りつ
つ，人々の主体的な関わりシロである「余白」を
残すことで，パブリックスペースにおける多様な
活動の創出，人々の回遊性・滞在性を向上させる
制度の充実が必要である。
街路空間の再構築のみならず，地区の個性を生
かし，様々な分野と連携した取組による賑わいの
創出や，エリアマネジメント組織によるパブリッ
クスペース利活用との連携や，社会実験等のソフ
ト事業等と一体的に事業が実施されるまちづくり
の推進が重要である。
このため，地域の個性を踏まえ地域資源の保全
活用とウォーカブル空間の整備をどのように連携
させていくべきか，また，支援を強化する事業を
どのように特定・条件化していくべきかについて
検討を進めている。

4.　‌�持続的なエリアマネジメントに必要な‌
財源・人材ワーキンググループ

本章では，成熟社会の共感都市再生ビジョンに
おいて示された取り組むべき施策の一つである
「共創・支援型エリアマネジメントによる地域経
営」の内容と現在の取組状況を紹介する。
エリアマネジメントは，地域課題の解決やエリ
ア価値の維持向上を目的に，居住者・事業者・地
権者等の主体的活動も含め，官民一体で進められ
る。公共空間でのサービス提供，ブランディン
グ，美化・清掃・防犯など多様な取組が進展し，
近年はDXや GX，防災，健康増進，子育て支援
など幅広い活動が期待される。
一方，持続性確保には採算性や担い手不足，人
材育成が課題で，民間事業者の寄付金や人件費負
担，公共施設管理の負担，明確な評価指標の不在
という状況下において，合意形成等に係る事務局
負担が大きく，収益性確保に苦慮する例が多い。
デジタル技術を活用した運営効率化，官民連携に
よる財源確保，地域自主性を促す制度の充実が必

写真－ 3　  パブリックスペースの活用事例③ 
佐賀県提供
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要である。
「エリアマネジメントは，エリアの質や価値の
向上のために不可欠な活動である」という認識の
下，エリアマネジメント団体は，主体的に地域と
関わり合い，支え合いながら新たな価値や営みを
共創し，地域全体を経営する存在へと進化すべき
である。パブリックスペース等の高質な利活用や
管理運営を担う主体として，財源・人材確保に向
け地域特性に応じた工夫と制度充実が求められ
る。まちづくりのビジョン策定段階での関係者の
参画やコスト負担にも課題があるため，エリアマ
ネジメント団体に対する初動期の伴走支援は重要
と考えられる。
また，大規模な新規開発を契機とするエリアマ
ネジメントにおいては，計画から管理運営まで一
貫性を確保する必要があり，施設管理を担うエリ
アマネジメント団体は居住者・来訪者・就業者等
のQOLやウェルビーイングの向上，ソーシャル
キャピタルの醸成に貢献するため，活動拠点や運
営施設の保有コスト低減を図る仕組みやパブリッ
クスペースにおける収益活動を認めるルール整備
が望ましい。
一方，既成市街地等では負担金等の強制徴収制
度に限らず，受益を明確化し，エリア内外からの
資金・人材提供を促すインセンティブを組み込ん
だ仕組みも必要である。例えば官民で組織する市
町村都市再生協議会を活用して活動計画を定め，
公共性を明確化し，財源の集約と厳密な由来を超
えた活動に充当することへの合意形成も有効であ
る。
さらに，地元企業との協調や企業研修を通じた
人材育成，資金提供の方策も図るべきである。
都市再生推進法人制度の拡充も有効で，財源再
分配やエリア全体のコーディネート機能など，そ
の業務の高度化に向け権限強化が求められる。一
定のプロセスや要件を満たした上で，デジタル技
術活用による多様な主体の参画機会の拡大，全国
的なネットワークでのノウハウの共有，協議に係
る行政窓口の一元化等も進めるべきである。
こうした課題を踏まえ，官民協調による持続的

エリアマネジメントの財源・人材確保に向けた制
度改善を議論するため，「持続的なエリアマネジ
メントに必要な財源・人材ワーキンググループ」
を設置し，4つのテーマで検討している。

⑴　エリアマネジメントに関する官民協調による
活動や資金計画を定める仕組み
エリアマネジメントは良好な環境や地域の価値
を維持・向上させるために不可欠な活動であり，
住民・事業主・地権者・行政等が連携し，地域課
題の解決や新たな価値の創造を図っていくもので
ある。地域の将来ビジョンは取組の目的を明確化
していく上で有効であるが，エリアマネジメント
活動を持続的に進めていくためには，中長期的な
観点から官民協調で取り組むべき事項や具体的な
財源及び収支計画，関係者の役割分担，発現効果
等を定めていくことが求められる。エリアマネジ
メントの公共性を明確化し，諸活動で生み出され
る各種の財源を集約し，財源の厳密な由来を超え
た活動にも充当することについて関係者による合
意形成を図ることが求められている。
このため，多様な主体が参画し，管理・運営や
資金計画，官民協調による活動内容を具体的に定
めていくにはどのような仕組みが必要か。また，
参考となる現行制度を踏まえ，どのように拡張さ
せていくべきか，加えて，計画に定めるべき内容
やフローはどうあるべきか。また，記載内容を持
続的に実施していくためにはどのような措置が必
要となるかについて議論を行っている。

⑵　エリアマネジメントの推進に向けた特例措置
や支援制度
エリアマネジメントの推進には，公共空間の管
理者や周辺で事業を営む民間企業，地域内外の資
金提供者など，多様な関係者との協議・調整や共
通認識の醸成に多大な労力と時間を要することか
ら，まちづくりの担い手不足への対応はもちろ
ん，こうした協議・調整を円滑化することが求め
られている。そのため，エリアマネジメントの組
織・活動の運営に係る負担の分散や効率化，官民
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連携による多様な財源確保に向けた仕組み，地域
の自主性を促進する制度の充実を図ることが必要
である。
このため，社会経済情勢の変化やニーズを踏ま
え，国からの支援措置はどうあるべきかについて
議論を行っている。

⑶　エリアマネジメントの目標・効果及び評価の
考え方
都市再生緊急整備地域における大規模な都市再
生プロジェクトでは，地方公共団体と民間事業者
の協働により，これまでも様々な公共貢献が促進
され，都市基盤の整備はもとより，都市空間の質
や価値を高めることで，都市の魅力と国際競争力
の向上に貢献してきた。公共貢献のあり方につい
て，特に，都市再生特別地区での容積率の緩和に
ついては，従来どおりの積み上げ型の運用として
いないため，他の制度と異なる仕組みとして，都
市の普遍的な魅力をさらに深化させ，固有の魅力
の向上には柔軟に対応するような，オンリーワン
の貢献を促すことが望ましい。
具体的には，エリアマネジメントの充実，大都
市と地方都市との連携による地方創生の促進，歴
史文化や地域産業の継承や振興，隣接する既存ビ
ルとの一体活用，周辺街区のリノベーション，ア
フォーダビリティの確保など，ソフト面を含む多
様な工夫を講じる貢献について，都市再生の枠組

みの中で，柔軟な評価を一層促進することが考え
られる。特に，エリアマネジメントは都市の質や
価値を高める重要な取組であることに鑑み，適切
な目標設定の下，効果が一定程度継続することが
見込まれる場合は，積極的に評価すべきである。
このため，エリアマネジメントの評価にあたり
適切な目標設定及び効果はどのようなものが考え
られるか，また，評価の妥当性をどのように考え
るかについて議論を行っている。

⑷　都市再生推進法人の業務・権限の拡大及びガ
バナンスに関する要件強化
エリアマネジメントを主体的に担う中心的な存
在である都市再生推進法人制度を拡充し，積極的
な活用を促していくことも有効である。都市再生
推進法人は，現行の都市再生特別措置法に基づく
業務の実施機能に加えて，エリアマネジメントの
財源を再分配する法人としての機能や，エリア全
体の様々なコーディネートを行い，まちの個性を
創出する機能など，活動・サービス内容の多様化
に従って，その機能の高度化が求められている。
このため，一定のプロセスや要件を満たした上
で，必要な権限の拡大を図るべきである。
このため，これからの都市再生推進法人が担う
べき具体的な業務は何か，指定手続き，要件，権
限（メリット），ガバナンスに関する規程はどう
あるべきかについて議論を行っている。

図－ 1　エリアマネジメント活動の評価手法例 国土交通省都市局「エリアマネジメントの評価ガイドライン」
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5.　おわりに

官民一体となって行うまちづくりの活動は，近
年，多種多様な形で広がりを見せ，これからのま
ちづくりにおいて，どの都市・地域でも前提条件
として欠かせない考え方になるのではないかと考
えている。
その広がりに対し，活動の意思決定プロセスや

推進体制，エリアに与える波及効果及び評価など
について，積極的に外部に発信できる仕組みがこ
れまでは整っていなかったように思われる。これ

らを可能な限り「見える化」していくことが公共
性の判断水準となり，パブリックスペースの活用
や持続的な財源・人材の確保につながると考えて
いる。
本稿で紹介したワーキンググループについて
は，議論を踏まえ，取りまとめの公表を予定して
おり，取りまとめ内容や，これまで会議で取り上
げた先行事例についても可能な限りホームページ
で公開する予定である。今後も引き続き，関係機
関と協議・連携や制度改善に向けた検討を進める
とともに，官民連携ポータルサイトなどでの制度
紹介を通じ，まちづくり実践者への広報周知に向
けて取り組んでいく。

図－ 2　エリアマネジメント機能の高度化事例 池袋エリアプラットフォーム提供
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